
第８回 障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の 

在り方に関する研究会（議事次第） 
 

日時：平成２４年６月２６日（火） 

    １０：００～１２：００ 

場所：中央合同庁舎第５号館 

専用２１会議室（１７階） 

 

 

 

１．雇用率制度における障害者の範囲等について 

 

２．雇用率制度に関するその他の論点 

 

３．研究会の取りまとめ 

 

４．その他 

 

 
【配付資料】 

 資料１：論点２「雇用率制度における障害者の範囲等について」（その２） 

資料２：論点３「雇用率制度に関するその他の論点」 

 資料３：研究会報告書（たたき台） 

     

 

【参考資料】 

参考資料１：論点１「障害者雇用促進制度における障害者の範囲について」 

 参考資料２：論点２「雇用率制度における障害者の範囲等について」（その１） 

参考資料３：本研究会の論点 



本研究会の論点 
 
 
１．障害者雇用促進制度における障害者の範囲について 
 
（１）障害者雇用促進制度における障害者の範囲についてどの

ように考えるか。特に、障害者雇用促進法第２条第二号か
ら第六号までに規定する身体障害者、知的障害者、精神障
害者以外の障害者についてどのように考えるか。 

 
（２）障害者雇用促進制度における障害者の範囲を就労の困難

さに視点を置いて見直すことについてどのように考えるか。
（障害者雇用促進法第２条の障害者は、就労の困難さに視
点が置かれたものとなっているか。） 

 
 
２．雇用率制度における障害者の範囲等について 
 
（１）雇用義務制度の趣旨・目的を踏まえ、雇用率制度におけ

る障害者の範囲をどのように考えるか。 
 
（２）雇用義務の対象範囲について、精神障害者を雇用義務の

対象とすることについて、どのように考えるか。雇用義務
の対象とする場合、その範囲及び確認方法はどのようなも
のとすべきか。 

 
（３）その他、雇用義務の対象とする範囲、確認方法等につい

てどのように考えるか。また、雇用義務の対象にならない
障害者の雇用促進のためにどのような施策が必要か。 

 
 
３．雇用率制度に関するその他の論点 
 
（１）重度障害者の範囲についてどのように考えるか。ダブル

カウント制は、積極的差別是正措置として、引き続き存続
することとして良いか。また、存続させる場合に改善すべ
きことはあるか。 

 
（２）特例子会社制度については、積極的差別是正措置として、

引き続き存続することとして良いか。また、存続させる場
合に改善すべきことはあるか。 

 
（３）その他、派遣労働者の取扱い等の雇用率制度における取

扱いの見直し等についてどのように考えるか。 

参考資料３  
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障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究会 

報告書(たたき台) 

＜目次＞ 
Ⅰ はじめに 

 

Ⅱ 障害者の雇用を取り巻く状況 

 

Ⅲ 障害者雇用促進制度における障害者の範囲 

１ 障害者雇用促進制度における障害者の範囲 

２ 就労の困難さに視点をおいた見直しの検討 

 

Ⅳ 雇用率制度における障害者の範囲等 

１ 雇用義務制度の趣旨・目的 

２ 精神障害者について 

（１）精神障害者に関するこれまでの議論 

（２）精神障害者の雇用状況等 

 （３）精神障害者の雇用義務化 

３ その他の障害者について 

（１）その他の障害者に関するこれまでの議論 

（２）その他の障害者の雇用状況等 

（３）その他の障害者の雇用支援策の今後の在り方 

 

Ⅴ 雇用率制度に関するその他の論点 

１ 重度障害者の範囲とダブルカウント制について 

２ 特例子会社について 

３ その他 

 

Ⅵ おわりに 
 

【参考資料】 

１ 障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究会開催要綱 

２ 障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究会開催状況 

３ 関係者からのヒアリング 

４ 障害者雇用に関する事業所アンケート 

（１）調査概要 

（２）調査結果 

（３）調査票 

５ 障害者雇用促進法における障害者の範囲 

６ 障害種別の施策一覧 

７ 精神障害者の雇用を取り巻く状況 

８ 特例子会社の概要 

９ 他の主な法律における障害者等の定義 

＜本文＞ 

資料３ 
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Ⅰ はじめに 

 
・障害者基本法等の改正 
・研究会の開催の契機 
・主要な論点 
・事業所アンケート調査の実施 

 
 

Ⅱ 障害者の雇用を取り巻く状況 
   

（障害者の雇用状況）                       
○ 障害者職業紹介状況によれば、新規求職申込件数が平成 23 年度は 148,358 件と

18 年度と比べて 43.2％増加し、就職件数についても 59,367 件と 35.0％増加し、

平成 22年度に引き続き過去最高を更新している。 

 

○ 障害種別にみると、新規求職申込件数については、すべての障害種別で増加して

おり、身体障害者が 67,379件（対 18年度比 8.3％増）、知的障害者が 27,748件（同

28.4％増）、精神障害者が 48,777件（同 157.8％増）となっており、特に精神障害

者の増加が著しい。 

 

○ また、障害者雇用状況報告によれば、平成 23 年６月１日現在の雇用障害者数は

366,199.0人と８年連続で増加しており、18年６月１日現在と比べて、19.3％増加

している。また、実雇用率についても 1.65％と 18 年と比べて 0.10 ポイント上昇

している。 

 

○ 障害種別にみると、身体障害者が 284,428 人（対 18年比 19.4％増）、知的障害者

が 68,747 人（同 57.8％増）、精神障害者が 13,024.0 人（同 579.2％増）となって

いる。雇用障害者に占める身体障害者の割合が最も高い（77.7％）が、知的障害者

と精神障害者の増加率が高い状況となっており、知的障害者については 15.4%(H18)

から 18.8%(H23)、精神障害者については 0.7%(H18)から 3.6%(H23)と、雇用障害者

に占める割合が高まっている。 

 

 

Ⅲ 障害者雇用促進制度における障害者の範囲 

 

１ 障害者雇用促進制度における障害者の範囲 
 
（障害者雇用促進法等における障害者の定義） 

○ 障害者雇用促進法における障害者とは、「身体障害、知的障害又は精神障害（以

下「障害」と総称する。）があるため、長期にわたり、職業生活に相当の制限を受

け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者」（第２条第１号）と規定されてお

り、身体障害者、知的障害者、精神障害者以外でも、第２条第１号に該当する障害

者（例えば、手帳を所持しない発達障害者、難治性疾患患者等）についても障害者
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雇用促進法の対象に含まれている。 

 

○ 他の法律においては、それぞれの法律の趣旨・目的に沿って、法の対象である障

害者の定義を定めているところである（参考資料○参照）。近年では、障害者基本

法が平成 23年 8 月に改正され、障害者の定義については、「身体障害、知的障害、

精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害

及び社会的障壁（障害がある者にとって障壁となるような事物・制度・慣行・観念

その他一切のもの）により継続的に日常生活、社会生活に相当な制限を受ける状態

にあるもの。」となった。 

 

（障害者雇用促進制度における障害者の範囲について） 

○ 障害者雇用促進制度における障害者の範囲は、障害者基本法の改正も踏まえたも

のとすべきという意見はあるが、現在の障害者雇用促進法においても「長期にわた

る職業生活上の相当の制限」を個別に判断しており、例えば、手帳を所持しない発

達障害者、難治性疾患患者等についても障害者雇用促進法の対象に含まれているこ

とから、本来対象とすべき者が障害者とされていると評価できる。 

 

○ 対象の曖昧さを排除する観点から、対象の明確化等について法制的な検討を行い、

必要な見直しを行うことも考えられる。 

 

 

２ 就労の困難さに視点をおいた見直しの検討 
 
（検討の経緯） 
○ 平成 22 年 6 月に閣議決定された「障害者制度改革の推進のための基本的な方向

について」において、「障害者制度改革の基本的考え方」として、「日常生活又は

社会生活において障害者が受ける制限は、社会の在り方との関係によって生ずるも

のとの視点に立ち、障害者やその家族等の生活実態も踏まえ、制度の谷間なく必要

な支援を提供するとともに、障害を理由とする差別のない社会づくりを目指す。」

とされた。 

 

○ この基本的な考え方に基づき、労働分野においても、「障害者雇用促進制度にお

ける「障害者」の範囲について、就労の困難さに視点を置いて見直すことについて

検討し、平成 24 年度内を目途にその結論を得る。」とされた。 

 
（就労の困難さに視点を置いて見直すことについて） 

○ 障害者雇用促進制度の対象となる障害者は、就労の困難さに視点を置いて判断し、

それぞれの障害者の状況に応じたきめ細かな支援を実施することが重要である。 

 

○ 就労の困難さに視点を置いた判断を行うに際し、心身機能・構造上の損傷といっ

た医学モデルと社会環境といった社会モデルのどちらか一方の観点では十分では

なく、双方の観点をもって判断されることが必要である。就労の困難さは障害特性

により多様であることに加え、企業の職場や本人の希望職種、就職の段階等によっ

ても異なるものであるため、判断のための一律の基準を作るのは困難である。 
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○ 一方、現在の障害者雇用促進法においては、医学的判断に加え、「長期にわたる

職業生活上の相当の制限」を個別に判断しており、就労の困難さに視点を置いたも

のとなっていると評価できる。 

 

○ 障害者であることの判断するにあたっては、まずは個人の特性等の把握が重要で

あるため、現在の方法を基本としつつ、就労の困難さという観点からの判断の精度

を高める工夫を行うことが必要である。 

 

○ 具体的には、心身機能・構造上の損傷に関する医学的判断を医師の診断書、意見

書等により確認し、「長期にわたる職業生活上の相当の制限」について支援機関の

担当者等からの情報を参考にしながら判断することが重要である。 

 

○ また、就労支援や職場定着の段階における必要な支援については、本人の意向を

尊重しつつ、ハローワーク、支援機関、医療関係者、企業など関係者が一同に会し、

どのような支援が必要かについて話し合う場を設けるなど、関係者間の連携が重要

である。 

 

 

Ⅳ 雇用率制度における障害者の範囲等 

 

１ 雇用義務制度の趣旨・目的 
 
（雇用義務制度の概要） 

○ 雇用義務制度は、昭和３５年の法制定以来身体障害者を対象としてとられてきた

措置であるが、昭和５１年の改正において、法的義務へ刷新強化された。また、昭

和６２年及び平成４年の改正により、知的障害者及び重度障害者である短時間労働

者に対する雇用率の適用に関する特例が設けられた。その後、平成９年の改正によ

り知的障害者に係る雇用率制度上の取扱いが法的に整備され、その算定基礎に知的

障害者を含む障害者雇用率が設定された。さらに、平成１７年の改正により精神障

害者に対する雇用率適用に関する特例が設けられ、平成２０年の改正により雇用率

の算定基礎に短時間労働者が追加された。 

 

（雇用義務制度の趣旨・目的について） 

○ 雇用義務制度は、雇用の場を確保することが極めて困難な者に対し、社会連帯の

理念の下で、すべての企業に雇用義務を課すものである。したがって、企業が社会

的な責任を果たすための前提として、①企業がその対象者を雇用できる一定の環境

が整っていることが必要であり、また、②対象範囲は明確であり、公正、一律性が

担保される必要がある。 

 

○ その他、関連する意見として、雇用義務の前提となる雇用環境の整備については、

完全に整備されることを待つことは現実的ではない。障害者と一緒に働く中で障害

者雇用への理解が進み、さらに雇用拡大が進むのではないかとの意見もあった。 

 

○ 他方、対象範囲の検討にあたっては、結果として望ましくない姿に陥らないため

にも企業の状況・実態等に基づく慎重な検討が必要であり、事業主の必要以上の負
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担や健常者の雇用への影響といった視点も必要であるとの意見もあった。 

 

 

２ 精神障害者について 

 

（１）精神障害者に関するこれまでの議論 

 
（精神障害者に関するこれまでの議論） 
○ 精神障害者の雇用義務化については、平成 9年に知的障害者が雇用義務化されて

以降、継続的に議論がされてきた。平成 14 年 1 月の労働政策審議会意見書におい

て、「精神障害者についても、今後雇用義務制度の対象とする方向で取り組むこと

が適当と考えられる。」とされ、平成 16 年 12 月の同意見書では、「将来的にはこ

れを雇用義務制度の対象とすることが考えられる。」とされたが、「現段階では、こ

のような企業の社会的責任を果たすための前提として、精神障害者の雇用に対する

企業の理解と雇用管理ノウハウの普及を図り、精神障害者の雇用環境をさらに改善

していく必要がある。」とされ、雇用の促進を図るために平成 18 年度から実雇用率

の算定特例が設けられた。 

 

○ 平成 22 年 6 月に閣議決定された「障害者制度改革の推進のための基本的な方向

について」において、「障害者雇用率制度について、雇用の促進と平等な取扱いと

いう視点から、・・・精神障害者の雇用義務化を図ることを含め、積極的差別是正

措置としてより実効性のある具体的方策を検討し、平成 24 年度内を目途にその結

論を得る。」とされた。 

 

（２）精神障害者の雇用状況等 

 
（精神障害者の雇用状況等） 
①雇用状況の変化 

○ ハローワークにおける精神障害者の新規求職申込件数は年々増加しており、平

成 18 年度 18,918 件から平成 23 年度 48,777件と 2.6 倍となった。障害者全体の

新規求職申込件数に占める割合は、18.3%から 32.9%と増加した。 

また、就職件数については、平成 18 年度 6,739件から平成 23年度 18,845件と

2.8 倍となった。障害者全体の就職件数に占める割合は、15.3%から 31.7%と増加

した。 

○ 毎年 6月 1日現在の従業員 56人以上企業で雇用されている障害者の雇用状況報

告によると、初めて報告の対象となった平成18年度の精神障害者は1,917.5人（う

ち短時間 543 人）であったが、平成 23 年は 13,024.0 人（うち短時間 3,972 人）

と 5 年間で 6.8 倍となった。 

 

②企業の意識の変化 

○ 本研究会で実施した事業所アンケート（有効回答数：432事業所、平成 23年 12

月）によると、精神障害者については 62事業所（14.4%）116 人（採用前精神障

害者：36事業所(8.3%)70人、採用後精神障害者：34事業所(7.9%)46 人）が雇用

されていた。前回調査（平成 15年 2月）では、精神障害者の雇用があった事業所
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は 415 事業所中 45事業所(10.8%)であり、精神障害者を雇用している事業所の割

合が増加した。 

 

○ 採用前精神障害者の雇用経験のある 47事業所において、精神障害者を雇い入れ

た時の主なきっかけは「精神障害者が雇用率の算定対象になった（法定雇用率を

達成するため）」が最も多く 20事業所（42.6%）であった。 

 

○ 精神障害者の職務遂行面・職場適応面の評価としては、ほとんどの項目で、精

神障害者の雇用経験がある事業所の方が、障害者の雇用経験がない事業所に比べ

て、「問題あり」と回答した割合が低くなっており、例えば「総合的に見て」と

いう項目では、精神障害者の雇用経験がある事業所(22.8%)、障害者の雇用経験が

ない事業所(48.2%)であった。 

 

○ 今後の精神障害者の雇用方針としては、「積極的に取り組みたい」「ある程度仕

事の出来そうな人が応募してくれば雇うかもしれない」と回答した事業所は合わ

せて 142事業所（32.8%）であり、前回調査 72 事業所（17.4%）に比べて増加した。

また、「雇用したくない」と回答した事業所の割合は、前回調査の 32.5%から 28.7%

に減少し、「支援や情報提供が充実しても雇いたいとは思わない」と回答した事業

所は 14.6%となった。 

 

③雇用支援策の変化 

○ 精神障害者の雇用支援策については、昭和 60年代に職業リハビリ－テーション

サービスの対象とされて以来、順次、障害者雇用促進法等に基づく施策の適用が

されてきている。ハローワークなどにおける支援、助成金等の精神障害者の雇用

促進のための施策メニューは、平成 4 年が 5、平成 14年が 12、平成 24年には 21

と着実に充実するとともに、主な支援施策の実績も大幅に増加した（参考資料○

参照）。 

 

○ 近年の状況としては、平成 17年の法改正により、精神障害者（精神障害者保健

福祉手帳の所持者）の実雇用率の算定特例がされるようになった。また、地域障

害者職業センターにおいて精神障害者総合雇用支援を開始し、うつ病等で休職し、

職場復帰を目指す者を対象にしたリワーク支援プログラムを開始した。 

 

○ 平成 20年度からは、ハローワークにカウンセリングスキルの高い精神保健福祉

士等の資格を有する精神障害者就職サポーター（平成 23年度～精神障害者雇用ト

ータルサポーターに改称・業務拡充）を配置した。また、精神障害者の障害特性

を踏まえ、段階的に就業時間を延長しながら常用雇用を目指す「精神障害者ステ

ップアップ雇用奨励金」を創設し、平成 22年度には精神障害者が働きやすい職場

づくりを行った事業主に対する「精神障害者雇用安定奨励金」、平成 23年度には

「職場支援従事者配置助成金」を創設した。 

 

○ 地域の就労支援機関においても、精神障害者の利用者が増加し、例えば、障害

者就業・生活支援センターの精神障害者の登録者数は 4,654人（H18）から 25,262

人(H23)、地域障害者職業センターの利用者数は5,620人(H18)から10,278人（H23）

に増加するなど、地域の支援体制も充実してきているところである。 
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○ 精神障害者の雇用への理解促進のための周知・啓発としては、働く障害者から

のメッセージ発信事業（ブロック別セミナー）を実施しているほか、精神障害者

の雇用の経験やノウハウが十分でない企業に、雇用促進のための取組を委託し、

ノウハウを構築するモデル事業を実施（平成 21～22 年度）し、平成 23 年度から

は取組状況を紹介する事例集を作成、ブロック別セミナーを実施している。また、

（独）高齢・障害・求職者支援機構では、精神障害者の雇用促進に向けた技法や

調査研究の成果をガイドブック等にまとめ、企業等に配付し、就労支援・雇用管

理ノウハウの普及を図っている。（参考資料○参照） 

 

 （３）精神障害者の雇用義務化 

 
（精神障害者の雇用義務化に関するこれまでの議論） 
○ 精神障害者の雇用義務化については、（１）に記載したとおり、これまでも継続

的に議論がされてきたが、平成 16 年 12 月の労働政策審議会意見書では、「将来的

にはこれを雇用義務制度の対象とすることが考えられる。」とされ、「現段階では、

このような企業の社会的責任を果たすための前提として、精神障害者の雇用に対す

る企業の理解と雇用管理ノウハウの普及を図り、精神障害者の雇用環境をさらに改

善していく必要がある。」とされていた。 

 

（精神障害者の雇用義務化について） 

○ （２）のとおり、精神障害者に対する企業の理解や支援策の充実など、精神障害

者の雇用環境は改善され、義務化に向けた条件整備は着実に進展してきたと考えら

れることから、精神障害者を雇用義務の対象とすることが適当である。 

 

○ その際、企業の理解等に不十分な点もあり企業内で理解を得られる環境作りが必

要等の意見もあり、その対応を適切に行うことが必要である。 

 

○ また、精神障害者の雇用義務化にあたっては、精神障害者の特性として、症状の

波があるといったこともあり、個人と企業とのマッチングや定着を支援する体制や

企業と外部の支援機関が連携をして支援していく体制の充実が必要である。 

 

○ なお、精神障害者保健福祉手帳の取得による障害の開示は、本人の意向によるも

のであり、精神障害者を雇用義務の対象とする際の対象者の把握・確認方法は、精

神障害の特性やプライバシーへの配慮、公正、一律性等の観点から、精神障害者保

健福祉手帳で判断することが適当である。 

 

 

３ その他の障害者について 

 

（１）その他の障害者に関するこれまでの議論 

 

（その他の障害者に関するこれまでの議論） 

○ 発達障害者については、平成１９年１２月労働政策審議会意見書において、「現
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在の発達障害者の就労支援のための施策を推進しつつ、今後、発達障害者支援法（平

成１７年４月施行）について、施行後３年経過後の検討が行われる際、併せて、就

労支援についても検討を行うことが適当である。」とされた。 

 

○ また、難治性疾患患者については、同意見書において、「当面、在職中発症した

者について、雇用継続、職場復帰等を図るため、雇用管理等について企業における

理解を深めるとともに、今後、就職支援の在り方について検討していくことが適当

である。」とされた。 

 

（２）その他の障害者の雇用状況等 

 
（その他の障害者の雇用状況等） 

 ①雇用状況等の変化 

○ ハローワークを利用する身体障害者、知的障害者、精神障害者以外のその他の障

害者は年々増加しており、新規求職申込件数は平成 18年度 895 件から平成 23年度

4,454 件、就職件数は平成 18 年度 317 件から平成 23 年度 1,331 件と大きく増加し

た。 

 

○ 本研究会で行った事業所アンケート（有効回答：432 事業所）によると、障害者

手帳を所持しない発達障害者については 13 事業所(3.0%)20 人、障害者手帳を所持

しない難治性疾患患者については 10事業所(2.3%)13人であった。 

 

○ 発達障害者に対する雇用管理上の配慮としては、「業務量への配慮」及び「作業

指示の明確化、指示書の視覚化など仕事の理解を助ける工夫」（73.7%）が最も多

く、難治性疾患患者については、「業務量への配慮」(60.9%)、「短時間勤務など勤

務時間の配慮」及び「休暇を取得しやすくする等休養への配慮」（53.3%）が多か

った。 

 

②雇用支援策の変化 

○ 障害者雇用促進法における障害者には、身体障害者、知的障害者、精神障害者以

外でも、障害があるため、「長期にわたり、職業生活に相当の制限を受け、又は職

業生活を営むことが著しく困難な者」（以下「その他障害者」という。）については

対象となっており、例えば、手帳を所持しない発達障害者、難治性疾患患者等で「長

期にわたり、職業生活に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難

な者」についても各種職業リハビリテーションの措置の対象となっている。 

 
○ 発達障害者については、発達障害者支援法が平成 17 年 4 月に施行されて以降、

雇用分野においても支援策が充実されてきた。平成 19 年度から「若年コミュニケ

ーション能力要支援者就職プログラム」を創設し、徐々に実施局を拡充し、平成 24

年度は 39労働局で実施している。また、平成 19年度から「発達障害者就労支援者

育成事業」を開始し、就労支援者向けセミナーを全国 10 カ所で実施するなどして

いる。 

 

○ 地域障害者職業センターでは、従来から発達障害者を対象に職業評価、ジョブコ

ーチ支援などを行ってきたが、平成 19 年度から発達障害者就労支援カリキュラム
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の試行的実施を一部のセンターで開始し、平成 24年度から 14センターで本格実施

している。 

 

○ 平成 21 年度には、障害者手帳を所持しない発達障害者を新たに雇い入れ、雇用

管理に関する事項を把握・報告する事業主に対して助成を行う「発達障害者雇用開

発助成金」を創設し、雇用促進を図っている。また、平成 22 年 9 月に閣議決定さ

れた「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」を踏まえ、平成 22年 10月か

ら精神障害者等ステップアップ雇用奨励金、医療機関等と連携したジョブガイダン

ス事業の対象に発達障害者を追加した。 

 

○ 障害者手帳を所持しない難治性疾患患者に対しても、平成 21 年度からハローワ

ークの職業紹介により新たに雇い入れ、雇用管理に関する事項を把握・報告する事

業主に対して助成を行う「難治性疾患患者雇用開発助成金」を創設し、その雇用促

進を図っている。 

 

○ （独）高齢・障害・求職者支援機構では、発達障害者や難治性疾患患者の雇用促

進に向けた技法や調査研究の成果をガイドブック等にまとめ、企業等に配付し、就

労支援・雇用管理ノウハウの普及を図っている。 

 

（２）その他の障害者の雇用支援策の今後の在り方 
 
（その他の障害者の今後の雇用支援策について） 

（Ｐ） 

 

 

Ⅴ 雇用率制度に関するその他の論点 

 

１ 重度障害者の範囲とダブルカウント制について 
 

（ダブルカウント制の概要） 
○ 雇用率制度におけるダブルカウント制は、重度身体障害者又は重度知的障害者の

雇用を一層促進するため、事業主に対して職域の拡大の努力を促すとともに、その

雇用には施設、設備の改善等に多くの負担を伴うことを考慮し、雇用率制度の適用

上有利に取り扱うこととしたものである。重度身体障害者については、昭和５１年

の改正により、重度知的障害者については、平成４年の改正（義務化は平成９年改

正）により適用が開始された。 

 
○ 障害者雇用状況によれば、重度身体障害者については、昭和 52年 15,009人が平

成 23年 85,780人、重度知的障害者については、平成 9年 5,066人が平成 23年 15,201

人と大きく伸び続けている。一方、重度以外の身体障害者についても、昭和 52年

98,441人が平成 23年 123,230人、重度以外の知的障害者についても、平成 9年

15,310人が平成 23年 43,346人と増加しており、重度身体・知的障害者、重度以外

の身体・知的障害者全ての雇用が進展している状況である。 
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（ダブルカウント制について） 
（Ｐ） 

 

 

２ 特例子会社について 
 

（特例子会社制度の概要） 
○ 特例子会社制度は、障害者の雇用の促進及び安定を図るため、事業主が障害者の

雇用に特別の配慮をした子会社を設立し、一定の要件を満たす場合には、特例とし

てその子会社に雇用されている労働者を親会社に雇用されているものとみなして、

実雇用率を算定できることとした制度である。また、特例子会社を持つ親会社につ

いては、関係する子会社も含め、企業グループによる実雇用率算定を可能としてい

る。 

 

○ 特例子会社は年々増加しており、平成 23年 6月 1日現在で 319 社、障害者数（雇

用率カウント）16429.5となっている。障害別には、身体障害者 8168.5(構成比 49.7%)

うち、知的障害者 7594.5(同 46.2%)、精神障害者 666.5(同 4.1%)となっており、従

業員 56 人以上民間企業の雇用状況と比較すると、特に知的障害者の雇用割合が大

きくなっている。また、特例子会社における障害者数のうち重度障害者の占める割

合（雇用率カウント）は 68.7%であり、民間企業全体（52.8%）に比べて重度障害者

の占める割合が高くなっている。 

 
（特例子会社制度について） 
（Ｐ） 

 

 

３ その他 
 

（派遣労働者としての障害者雇用に関するこれまでの議論） 
○ 派遣労働については、労働者のライフサイクルに合わせた働き方を可能にする選

択肢の一つとして定着しているが、平成16年12月の労働政策審議会意見書におい

て、「派遣労働者としての障害者の雇用はほとんど進んでいないとの調査結果があ

ることから、・・・状況を踏まえつつ、・・・今後検討を行うことが適当である。」

とされ、平成19年12月の同意見書において、「障害のある派遣労働者が働くために

は、派遣先が受け入れることが必要であり、派遣先に一定のインセンティブを与え

ることも考えられるが、現時点では、派遣労働に対する障害者の理解やニーズの動

向を慎重に見極める必要がある。」とされた。 

 

（派遣労働者としての障害者雇用について） 

（Ｐ） 
 

 

Ⅵ おわりに 
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論点２「雇用率制度における障害者の範囲等について」 
（その１） 

 

 

  
雇用義務制度の趣旨・目的を踏まえ、雇用率制度における障害者の範囲を考える

際に、留意すべき点は何か。 
 
＜ヒアリングにおける主な意見＞ 

※ヒアリングを行った団体・機関と略称 
 ・社会福祉法人日本身体障害者団体連合会 → 日身連 

 ・社会福祉法人日本盲人会連合 → 日盲連 

 ・社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会 → 育成会 

 ・公益社団法人全国精神保健福祉会連合会 → みんなねっと 

 ・社団法人日本てんかん協会 → てんかん協会 

 ・一般社団法人日本発達障害ネットワーク → ＪＤＤネット 

 ・一般社団法人日本難病・疾病団体協議会 → ＪＰＡ 

 ・東京障害者職業センター → 職業センター 

・ハローワーク府中 → ハローワーク 

 

◎改正基本法との関係 
○ 改正障害者基本法の障害者の定義に基づいて、高次脳機能障害者、難病、てんかん等のた

めに職業生活を行う場合に継続的で相当な制限を受ける状態にある人に関する雇用義務化を

検討すべき。ただし、雇用義務化の対象範囲の拡大に関しては、雇用率上昇に関して明確な

根拠を基に検討しなければならない。対象範囲の拡大に伴って、既に企業に就労している人

の数合わせにより実質的就労の拡大につながらなかったり、これまで職業生活を行っていた

人の就労の機会を失うことにならないようにしなければならないような配慮が必要。きちん

としたデータ、根拠に基づいた雇用率の検討を行うべき。【日身連】 

 

○ 障害者基本法に規定される障害者の範囲に該当する全ての者が雇用義務の対象範囲となる

ことが最終的な目標と考えるが、以下のような多くの面での整備が必要となるため、相当程

度の移行期間や柔軟かつ弾力的な施策の実施が必要と考える。また、医学や科学の進歩、社

会情勢の変化、文化や哲学の熟成等により、現行の障害者の範囲が永続するものではないと

考える。（①広く社会一般への啓発と理解の促進、②適切な障害者雇用率の設定、③障害者雇

用納付金制度及び各種助成制度の見直し、④各障害における合理的配慮事項の確立及び障害

特性についての知見の深化と各種就労支援技法の構築、⑤就労支援機関の整備及び就労支援

（１）雇用義務制度の趣旨・目的を踏まえ、雇用率制度における障害者
の範囲をどのように考えるか。  

障害者制度改革の推進のための基本的な方向について（平成 22 年 6 月 29 日閣議決
定）（抜粋） 
第２ 障害者制度改革の基本的方向と今後の進め方 

３ 個別分野における基本的方向と今後の進め方 
(1)労働及び雇用 
○ 障害者雇用率制度について、雇用の促進と平等な取扱いという視点か

ら、いわゆるダブルカウント制度の有効性について平成 22 年度内に検証
するとともに、精神障害者の雇用義務化を図ることを含め、積極的差別
是正措置としてより実効性のある具体的方策を検討し、平成 24 年度内
を目途にその結論を得る。 

参考資料２ 
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者の人材育成等）【職業センター】 

 
○ 障害者の範囲が障害者基本法に従うとすると、かなり範囲が広がることが考えられる。【み

んなねっと】 

 
◎合理的配慮との関係 
○ 障害者権利条約に基づき合理的配慮という考え方を導入していくという前提で、範囲の見

直しもあると捉えている。合理的配慮と機会均等という位置付けで対にした条件整備と、障

害者のためのという優先制度に関しては、必ずしもどちらも選択できるということではなく、

バランスを考えた上で在り方を検討する必要がある。【育成会】 

 

○ 前提としては範囲を広げるべきだとしつつ、それに伴って優先制度を活用して合理的配慮

と機会均等により条件が整った方には、この枠組みからは卒業できる方もいるという視点が

必要ではないか。【育成会】 

 

◎雇用義務の対象拡大に伴う雇用率の引上げ 
○ 雇用義務の対象範囲の拡大に際しては、併せて法定雇用率の引き上げを行う必要がある。

【日身連】【育成会】【みんなねっと】【ＪＤＤネット】 

 

○ 雇用率上昇に関して明確な根拠をもとに検討しなければならない。【日身連】 

 

○ 新たに対象となる障がい特性（発達障害など）の人を含めた全体の政策対象人数を推計し、

目指す就労率を設定して、その割合をクリアできるような雇用率の設定が必要である。【育成

会】 

 

○ 改正障害者基本法の範囲に合わせた場合には、対象者数が数百万人から一千万人程度に増

えることも考えられるため、法定雇用率の引き上げも、合わせて実施されるべき。【てんかん

協会】 

 

○ 雇用率の引き上げに際しては、企業側の努力に負うばかりでなく、就労支援機関の充実が

図られなくてはならない。地域で、障害特性に応じた就労支援の機関ができれば、就労につ

ながっていくと思う。【みんなねっと】 

 

◎雇用率カウント・義務化の効果 
○ 知的障害者の義務化がされた時は、就労支援施策がすすみ、雇用機会が拡大した。知的障

害者の雇用義務化当時に比べて就労支援施策が整備され、受入れ企業の負担が大幅に軽減さ

れている。【育成会】 

 

○ 2006 年の精神障害者保健福祉手帳所持者が雇用率制度の適用になったことにより、それま

では門前払いになりがちだったてんかん当事者が、就職する事例が出てきた。【てんかん協会】 

 
 
＜第５回での主な意見＞ 
○ （雇用義務の前提となる）企業のノウハウが整備されていることについては、仮にノウハ

ウが整備されていなくても、これからノウハウを整備していくというような意気込みでない

と、受入れ先が限られてしまい、ちょっと狭いのではないかという印象がある。【田中（伸）

委員（第５回）】 

 

○ （企業のノウハウの確立については、）政策的な対応によって、企業側の負担が小さくなっ

ていくということも含まれるだろう。固定的なものではなく、状況によってかなり動くと考
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 雇用義務制度は、雇用の場を確保することが極めて困難な者に対し、社会連帯
の理念の下で、すべての企業に雇用義務を課すものである。したがって、企業が
社会的な責任を果たすための前提として、①企業がその対象者を雇用できる一定
の環境が整っていることが必要であり、また、②対象範囲は明確であり、公正、
一律性が担保される必要がある。 
 その他、範囲を考えるにあたって、留意すべき点はあるか。 

えられるのでは。【今野座長（第５回）】 

 

 
 

 

 

＜これまでの研究会における主な意見＞ 
 
○ 検討するに当たって、目指すべき方向性と在るべき姿という観点と、一方で、その導入に

伴って、どんな影響、何が起こるのかといった観点での検討が必要になってくる。企業の現

状、実態に基づいて、慎重な検討を行っていかないと、結果として、望ましくない姿に陥る

危険性があるのではないか。【海東委員（第６回）】 

 
○ 企業が自らの意思で自主的に雇用を進めていく姿が、最終的には望ましい姿だと思う。雇

用促進を図っていくためには、雇用を義務付けることも必要だとは思うが、企業の理解促進

が大前提になってくる。ＣＳＲやダイバーシティ・マネジメント等の考え方が出てきている

中で、各企業が様性を尊重するポイントや優先順位、重点の置き所は変わるが、それぞれの

企業の事業領域の在り様に応じて、障害者をきちんと位置付け、その中で雇用に繋がってい

く姿が望ましい。障害者に対する考え方の理解を図っていくことが重要であるが、現状を踏

まえると、その部分はまだ未整備な部分もあるのが実態だと思う。【海東委員（第６回）】 

 

○ 法定雇用率は最終的な目的ではなく、過程の一つだと考える。法定雇用率があるから企業

が障害者を雇い、障害者と一緒に働く中で、「もっと一緒にやっていこう」といったように変

わっていける一つの過程でもあると思う。事業所アンケートの結果を見ても、精神障害者の

経験のある企業の方が雇ってもいいと思っている一方で、経験のない企業は、あまり雇いた

くないと思っている。これは、雇うことで理解が進み、雇っていこうというようになってい

ったのではないか。【田川委員（第６回）】 

 

○ 自法人の就労移行支援事業の利用者の就職先調査によると、この 10 年間で、雇用面での精

神障害者理解の変化はあったかという質問に対して、9 割以上の会社が進んでいると回答し

た。さらに、雇ってみることでさらに理解が進んだという結果になっている。【田川委員（第

7 回）】 

 

○ 自法人の調査によると、55 人以下の企業が約半分で、精神障害者の雇用人数は 1 名が半分

以上で 51％で、初めて雇用したという所がたくさんあった。精神障害者を雇用している企業

に対して感じるのは、人を育てていこうというところとても多いことであり、やはり企業の

姿勢だと思う。雇おうという 1 歩踏み出す覚悟、姿勢がないと、前へ進まない。雇用義務化

は、それを促す 1 つの大きな力になるのではないか。ノーマライゼーションとかインテグレ

ーションとかダイバーシティとか言葉では言っても、実際にそこへ踏み出していくことがと

ても大事だと思う。精神障害者の理解というのははっきり進んでいる。かつ、雇うことによ

りさらに進むだろう。【田川委員（第 7 回）】 
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○ 企業経営という観点から考えると、義務となると法定雇用率の上昇が想定されるが、現行

の納付金制度のままであるのであれば、企業経営に影響を及ぼすことは必然である。現下ど

の企業も非常に厳しい経営環境にあり、昨今の高年齢者雇用安定法の改正等の労働規制の強

化もあり、企業にとって検討すべき事項、負担増に繋がる事項がいろいろある。そういった

観点からすると、義務の対象範囲の拡大によって急激に雇用率が上昇するといったことは、

急激な負担増に繋がることになり、望ましくないと考える。「障害者雇用対策の理論と解説（平

成 10 年労務行政研究所）で挙げられている「事業主に必要以上の負担とならないよう」、「同

時に健常者の雇用を不当に圧迫することのないように」といった視点をもって雇用率の設定

基準は考えていくことが必要なのではないか。【海東委員（第６回）】 

 

 

＜参考＞「障害者雇用対策の理論と解説」（平成 10 年 10 月発行、労務行政研究所）
（抜粋）※制度や参考条文は当時のママ 

 

第三章 身体障害者又は知的障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進等 

第一節 身体障害者又は知的障害者の雇用義務 

（二）基本的な考え方  

１ 身体障害者又は知的障害者の福祉の基本 

 身体障害者又は知的障害者の真の福祉を図るには、身体障害者又は知的障害者に、

①生計の維持、②能力の発揮、③社会経済活動への参加が保障されなければならない。

これは、個人の尊厳の理念に立脚した福祉には不可欠の要請といえよう。この三つの

要請を同時に実現するものは「職業」にほかならない。すなわち、身体障害者又は知

的障害者の福祉の基本は「職業人として自立すること」にある。  

 ところで、職業には、大きく分けて①自ら事業を行う自営業者（その家族従業者を

含む。）と、②他人に雇用される労働者となる方法とがある。しかしながら、現代の社

会では、雇用の占める比重が極めて高く、また、現に雇用を希望する者の数も多い。

したがって、身体障害者又は知的障害者が職業を通じて自立するには、身体障害者又

は知的障害者に雇用の場を与えることが最も適切であり、かつ、極めて重要である。  

 しかしながら、身体障害者又は知的障害者は、その障害のゆえに職業上のハンディ

キャップを負っていることから、健常者に比較し、自由競争の場において不利な面の

あることは否定できない。  

 

２ 身体障害者又は知的障害者の雇用に関する事業主の社会連帯責任 

 身体障害者又は知的障害者の真の福祉を実現するには、身体障害者又は知的障害者

に雇用の場を確保することが極めて重要であるが、自由競争を原則とする限りは、そ

れはまことに困難といわざるを得ない。  

 ところで、雇用の場は事業主のみが直接管理するものである。したがって、身体障

害者又は知的障害者に雇用の場を確保するには事業主の協力がなければ不可能である。

一方、事業主は、労働者を使用することによって企業経営を行っており、また、現在

の経済社会においては、企業はその重要な構成要素である。したがって、事業主は、

社会の一員として、身体障害者又は知的障害者に雇用の場を提供するという社会全体

の責務の実現に協力する重大な責務を有するといわざるを得ない。  

 

（三）雇用率制度 

１ 雇用率と雇用義務 

 障害者雇用義務の目的は、事業主の社会連帯の理念に基づき、各事業主が平等に身

体障害者又は知的障害者を雇用しているという状態を実現することにある。この平等

の割合が雇用率である。 

 すなわち、雇用率制度による雇用義務は、事業主に対し、その雇用している労働者

中に占める身体障害者又は知的障害者の割合が一定率（雇用率）以上になるよう身体
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障害者又は知的障害者の雇用を義務付けることにある。 

 ところで、「契約自由の原則」は、資本主義社会を形作る原理の一つであり、その労

働面におけるあらわれは、企業の側からみると、雇入れ（雇用契約締結）の自由と解

雇（雇用契約解除）の自由とを含むものであった。このうち解雇の自由は、いわゆる

近代市民法に対する労働法的修正と呼ばれる現象によって、現在においてはかなり大

幅な制約を受けるに至っている。わが国においても、不当労働行為となる解雇の禁止

（労働組合法第７条第一号）、業務上の負傷疾病による療養の期間及びその後３０日間

並びに産前産後休暇及びその後３０日間の解雇の禁止（労働基準法第十九条）、解雇予

告の義務付け（労働基準法第２０条）等が法律によって規定されており、また、学説、

判例も解雇権の濫用という法理によって解雇の自由を限界付け、解雇には相当な理由

を要するというのが一般である。これに対し、雇入れの自由に対する制約は、一定年

齢未満の児童の使用禁止（労働基準法第５６条）等のいわば消極的な制約は別として、

平時において、一般事業主に対して積極的に一定の労働者の雇用を強制する規定は尐

なく、その意味で雇用率制度は注目すべきものである。 

 
２ 雇用率の設定基準 

 次に、雇用率はどのような基準によって設定すべきかが問題となる。障害者雇用率

は、事業主の法的義務の範囲を画するものであり、法律上明確にすべきものである。

その意味では、具体的な率を法律で定めることが望ましいが、労働者及び身体障害者

又は知的障害者の雇用状況等に随時適合させることも必要であるので、政令で定める

こととし、この場合にも白紙で政令に委任するのではなくその設定の基準を法律に明

記することとされた。  

 そこで雇用率設定の基準としては、①身体障害者又は知的障害者の雇用に十分でな

ければならないが、同時に事業主に必要以上の負担とならないようにしなければなら

ないこと、②身体障害者又は知的障害者の雇用に十分でなければならないが、同時に、

健常者の雇用を不当に圧迫することのないようにしなければならないこと、③事業主

の社会連帯の理念に適合し、事業主間にできるだけ不公平等が生じないようにするこ

と、④身体障害者又は知的障害者が職業生活において真に安定的に自立することが可

能となるものでなければならないこと、等が必要となる。  

 
 
＜参考＞今後の障害者雇用施策の充実強化について －就業機会の拡大による職業

的自立を目指して－（意見書）（平成１６年１２月１５日労働政策審議会障害者雇
用分科会) （抜粋） 
 

１．精神障害者に対する雇用対策の強化 

（１）障害者雇用率制度の適用 

  雇用義務制度は、障害ゆえに職業生活上の制約を有する障害者の雇用は企業の社会的責

任であるという考え方から成り立っており、精神障害者についても障害者雇用促進法上に

定義されたこともあり、将来的にはこれを雇用義務制度の対象とすることが考えられる。 

 しかしながら、現段階では、このような企業の社会的責任を果たすための前提として、

精神障害者の雇用に対する企業の理解と雇用管理ノウハウの普及を図り、精神障害者の雇

用環境をさらに改善していく必要がある。そこで、雇用義務制度の本格的な実施を図る前

に、採用後精神障害者を含め、精神障害者を雇用している企業の努力を評価する制度を整

備し、その雇用の促進を図ることが必要である。 

 また、精神障害者を実雇用率に算定するに当たっての対象者の把握・確認方法は、精神

障害の特性やプライバシーへの配慮、公正、一律性等の観点から、精神障害者保健福祉手

帳（以下「手帳」という。）の所持をもって行うことが適当であり、本人の意に反した雇用

率制度の適用等が行われないよう、プライバシーに配慮した対象者の把握・確認の在り方

について、企業にとって参考となるものを示すことが必要である。その内容としては、ス
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ムーズな把握・確認の方法や事例、手帳取得の強要の禁止といった禁忌事項を示すこと等

が考えられるが、企業にとってわかりやすいものとなるよう、専門家による検討を行うこ

とが適当である。  
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①精神障害者の雇用を取り巻く状況はどのように変化したか。 
 
＜ヒアリングにおける主な意見＞ 
 
○ 精神障害者については、平成 16 年研究会において、雇用支援施策の充実を進める中で、企

業の理解と雇用管理ノウハウの普及を図って雇用義務制度の対象とする必要があるといった

ような報告がなされている。この間、それに基づいて雇用支援施策がだいぶ整備され、企業

へのセミナー等も数多く開催され、周知啓発が図られてきたところだと思う。社会的な理解

もだいぶ得られてきているのではないか。【職業センター】 

 

○ 精神障害については、ハローワークの新規求職者に占める精神障害者の割合が激増し、平

成 18 年度約 18％から平成 22 年度約 30％に増加し、就職者数も知的障害者を上回った。企業

における理解度も高まり、就労支援側からすると、義務は確実ではないかと合意が得られて

いるところ。雇用率達成指導の果たした役割も大きいだろう。【ハローワーク】 

 
○ 精神障害者、発達障害者の支援は、就業・生活支援センターなどの設置により、生活面で

の支援も含め就労支援策が徐々に整備されつつある。この状況を強化する中で、精神障害、

発達障害を雇用の義務化の対象として拡大する事は、雇用機会の増加とともに暮らしの支援

が整い、良い循環の結果として障害についての社会的理解の促進と共生社会の実現に寄与す

ることが期待される。【育成会】 

 

 

＜これまでの研究会における主な意見＞ 
○ 平成 18 年度に精神障害者の実雇用率のカウントが出来るようになってから、企業はよくや

ってくれている。精神障害者が常用雇用に移行するためにサポートする専門家を配置したり、

支援機関のスタッフをモデルとして作業の指導方法を学んだり、企業もかなり変わってきて

いるのではないか。【八木原委員(第 1 回)】 

 

○ 各企業が様性を尊重するポイントや優先順位、重点の置き所は変わるが、それぞれの企業

の事業領域の在り様に応じて、障害者をきちんと位置付け、その中で雇用に繋がっていく姿

が望ましい。障害者に対する考え方の理解を図っていくことが重要であるが、現状を踏まえ

ると、その部分はまだ未整備な部分もあるのが実態だと思う。【海東委員（第６回）】（再掲） 
 
○ 環境整備の施策としてのラインアップは十分揃っていると思っている。一方で、企業の中

でどこまでその理解が浸透、認識されているのかという部分がまだ不十分であり、企業の理

解促進が重要。精神障害を雇うにはそれなりにはエネルギーがかかるが、そのエネルギーを

かけてでも雇っていこうという企業の前向きな姿勢をいかに醸成していくかが大事だと思っ

ている。【海東委員（第６回）】 
 
○ 法定雇用率は最終的な目的ではなく、過程の一つだと考える。法定雇用率があるから企業

が障害者を雇い、障害者と一緒に働く中で、「もっと一緒にやっていこう」といったように変

わっていける一つの過程でもあると思う。事業所アンケートの結果を見ても、精神障害者の

経験のある企業の方が雇ってもいいと思っている一方で、経験のない企業は、あまり雇いた

くないと思っている。これは、雇うことで理解が進み、雇っていこうというようになってい

ったのではないか。【田川委員（第６回）】（再掲） 

（２）雇用義務の対象範囲について、精神障害者を雇用義務の対象とす
ることについて、どのように考えるか。雇用義務の対象とする場合、
その範囲及び確認方法はどのようなものとすべきか。 
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○ 一般国民もそうだろうが、何となく精神障害者は怖いのではといった感覚がまだあること

は、前提として踏まえなくてはいけない。しかし、実際に社会生活している精神障害者はし

っかりと社会で生活できるような人たちである。【川崎委員（第６回）】 

 
 
○ 事業所アンケートの結果を見て、企業としてはどうやったら雇用できるのかと考えている

と解釈した。【八木原委員（第 6 回）】 
 
○ 理解促進という主観的なことから、政府による支援などの全てを含めた環境整備について、

レベルの問題は別にして、精神障害者を雇うような状況が進んできたという傾向になってい

る。環境整備という点では、環境は改善されてきたが、問題はレベルが十分かどうかという

ことだと思う。【今野座長（第６回）】 

 

○ 環境が改善されてきたかというレベルの問題で言うと、就職者数でも、平成 22 年に精神障

害者が知的障害者を上回ったという現実がある。既にそれだけの方が就職しているのだから、

十分なレベルに達しているのではないか。これでもレベルが足りないということであれば、

どうなのか。【田川委員（第６回）】 

 
＜参考＞精神障害者の雇用を取り巻く状況（別添） 

 
 

②精神障害者を雇用義務の対象とすることについて、どのように考えるか。 
 
＜ヒアリングにおける主な意見＞ 
 
◎精神障害者を雇用義務の対象とすることについて 
○ 今回の改正では、精神障害者（発達障害者を含む。）を雇用義務の対象範囲に入れるべき。

【日身連】【ＪＤＤネット】 

 

○ 原則的に障害者基本法の定義に従うべきであるが、段階的な措置としては、まずは精神障

害者（てんかんや発達障害を含む）を雇用率制度の対象範囲に含めるべき。身体、知的のみ

が義務で、精神障害者保健福祉手帳保持者はみなし雇用（身体、知的とみなす）というのは、

不十分であり、精神障害全体の義務化が必要。【てんかん協会】 

 

○ 精神障害者への対象拡大は権利条約と照らしても法の趣旨から当然だと考える。【育成会】 

 

○ 障害別の人数（在宅者 18 歳以上 65 歳未満）と障害別実雇用率の比は、身体障害者や知的

障害者に比べて精神障害者は低く、精神障害が雇用の義務化の対象となっていないことの反

映とも言える。【育成会】 

 

○ 精神障害者は雇用義務の範囲に入っていないことから、就労につながらないことが多いと

聞いている。したがって、対象にいれるべきと考えるが、いくつかの課題があり、これらの

解決策も講じる必要がある。【みんなねっと】 

 

○ 精神障害者を雇用義務の対象にすることについては異論はないが、雇用側にとって様々厳

しい状況の中で、精神障害者の義務化によって法定雇用率が上がるため、時期については熟

考しないといけない。【ハローワーク】 

 

◎支援策の充実について 
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○ ハローワークでは精神障害者トータルサポーターの配置や助成金制度、チーム支援などに

よる支援を実施しているが、精神障害者の雇用は、就職後の雇用管理面での配慮を要するた

め、マンパワーの拡充、専門支援者の養成（企業内も含む）等支援体制の整備を並行して進

めていくことは不可欠と考える。【ハローワーク】 

 

○ 精神障害者の雇用継続のためには、事業所側の職場の環境づくり、精神障害者の理解促進

のための啓発事業の実施、支援機関等の外からのアプローチが必要。精神障害者の合理的配

慮としては、マンパワーが必要であり、一人ひとりに応じた施策があれば、就労ができる。

また、働いている人たちが定期的に集まり、悩みを分かち合い、元気を充電する「たまり場」

のような場所ができればいいと思う。【みんなねっと】 

 

○ 就労継続のためには、就労支援・生活支援の両面からのフォローが大切であり、福祉と労

働のきめ細かな連携が求められている。【ＪＤＤネット】 

 

○ てんかんの持っている多様な状態に応じて、医療、生活など何でも相談出来るような、身

近な所で支えてくれるセンターが必要だと思う。市区町村の窓口に就労支援サービスを移行

する、就労移行支援事業所に職業紹介機能を持たせるなどの役割の拡大など抜本的な改正も

必要ではないか。【てんかん協会】 

 
 
＜これまでの研究会における主な意見＞ 
 
◎精神障害者を雇用義務の対象とすることについて 
○ 精神障害者の雇用義務化という部分については方向性としてはその方向だろうと考えてい

る。その際、企業が自らの意思で自主的に雇用を進めていく姿が、最終的には望ましい姿だ

と思う。雇用促進を図っていくためには、雇用を義務付けることも必要だとは思うが、企業

の理解促進が大前提になってくる。ＣＳＲやダイバーシティ・マネジメント等の考え方が出

てきている中で、各企業が様性を尊重するポイントや優先順位、重点の置き所は変わるが、

それぞれの企業の事業領域の在り様に応じて、障害者をきちんと位置付け、その中で雇用に

繋がっていく姿が望ましい。障害者に対する考え方の理解を図っていくことが重要であるが、

現状を踏まえると、その部分はまだ未整備な部分もあるのが実態だと思う。【海東委員（第６

回）】（再掲） 

 

○ 企業経営という観点から考えると、義務となると法定雇用率の上昇が想定されるが、現行

の納付金制度のままであるのであれば、企業経営に影響を及ぼすことは必然である。現下ど

の企業も非常に厳しい経営環境にあり、昨今の高年齢者雇用安定法の改正等の労働規制の強

化もあり、企業にとって検討すべき事項、負担増に繋がる事項がいろいろある。そういった

観点からすると、義務の対象範囲の拡大によって急激に雇用率が上昇するといったことは、

急激な負担増に繋がることになり、望ましくないと考える。「障害者雇用対策の理論と解説（平

成 10 年労務行政研究所）で挙げられている「事業主に必要以上の負担とならないよう」、「同

時に健常者の雇用を不当に圧迫することのないように」といった視点をもって雇用率の設定

基準は考えていくことが必要なのではないか。【海東委員（第６回）】（再掲） 

 

○ 環境整備の施策としてのラインアップは十分揃っていると思っている。一方で、企業の中

でどこまでその理解が浸透、認識されているのかという部分がまだ不十分であり、企業の理

解促進が重要。精神障害を雇うにはそれなりにはエネルギーがかかるが、そのエネルギーを

かけてでも雇っていこうという企業の前向きな姿勢をいかに醸成していくかが大事だと思っ

ている。【海東委員（第６回）】（再掲） 

 

○ 皆さんの意見を聞くと、原則としては、精神障害者を雇用義務の対象とすべきである。理
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解促進という主観的なことから、行政による支援などの全てを含めた環境整備について、精

神障害者を雇うような状況が進んできたという傾向になっている。環境は改善されてきたが、

問題はレベルが十分かどうかということだと思う。【今野座長（第６回）】（再掲） 

 

○ 環境整備は大切であり、環境を事前に全て整えてから雇用をするという考え方もあると思

うが、障害者を雇用するという体験を通じて、一緒になって学び、環境整備をしていくとい

うやり方もあるのではないか。【八木原委員（第６回）】 

 

○ 雇用義務の確保と併せて合理的配慮の具体策についても、本研究会で直ちに結論付けるこ

とは難しいと思うが、併せて考えられればよいのではないか。そうすれば企業にとって義務

は負担ではなくて、見通しが持てるということに変わっていくのではないか。【田中正博委員

（第６回）】 

 

○ 法定雇用率は最終的な目的ではなく、過程の一つだと考える。法定雇用率があるから企業

が障害者を雇い、障害者と一緒に働く中で、「もっと一緒にやっていこう」といったように変

わっていける一つの過程でもあると思う。事業所アンケートの結果を見ても、精神障害者の

経験のある企業の方が雇ってもいいと思っている一方で、経験のない企業は、あまり雇いた

くないと思っている。これは、雇うことで理解が進み、雇っていこうというようになってい

ったのではないか。【田川委員（第６回）】（再掲） 

 

○ 環境が改善されてきたかというレベルの問題で言うと、就職者数でも、平成 22 年に精神

障害者が知的障害者を上回ったという現実がある。既にそれだけの方が就職しているのだか

ら、十分なレベルに達しているのではないか。これでもレベルが足りないということであれ

ば、どうなのか。【田川委員（第６回）】（再掲） 

 
 
◎支援策の充実について 
 
○ 精神障害者の特性として、症状の波があり、支援が必要な部分であるため、現場でそうい

うことをしっかりと受け入れる支援体制作りが必要。精神障害者の合理的配慮というと私は

マンパワーだと思っているが、企業側が困った時にそれを解決するための支援体制作り、定

着支援の体制が必要ではないか。【川崎委員（第６回）】 

 
○ 精神障害は揺れる障害とも言われていることから、定着支援がシステム化されていくこと

はとても重要。企業の支援者と、外部の支援機関がうまく波長を合わせて、障害のある方を

支援していくシステムがしっかりしていれば、雇用継続は可能だと思う。支援機関の支援者

が、働いている従業員に対して障害者への関わり方、支援方法をモデルとして見せていくこ

とも効果的だろう。【八木原委員（第 1 回、第６回）】 

 
○ 精神障害者は不安定なところはあるが、それを何回か切り抜けていけば安定し、力を出し

ていける。仕事の中でそうした波を切り抜けていくと病状が良くなることを実感している。

また、自分の病気や障害への理解が、仕事の継続の 1 つの要因になっている。精神障害者の

就労支援は難しいと言われるが、やってみたらそんなに難しくはない。支援は非常に大事で

あり、就職した後、就労移行支援事業は６カ月までは定着支援をする仕組になっているが、

実際は６カ月以上、２年も３年も支援をしている。こういうことを続けられるような仕組み

が大事である。何かあった時に、企業が困らず、その人が働き続けられるような支援の仕組

みが大事になってくるのではないか。支援を企業のみでやるのは大変なので、外部の支援と

企業内の支援をどううまく噛み合わせていくかというのが重要。【田川委員（第１回、第２

回、第６回）】 
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原則として、精神障害者を雇用義務の対象とすべきである。 
精神障害者に対する企業の理解や支援策の充実など、精神障害者の雇用環境は

改善され、義務化に向けた条件整備は着実に進展してきたと考えられる。 
一方、企業の理解等に不十分な点もあるとの意見もあり、義務化に向けて充実

させていくべき支援策はどのようなものがあるかを検討する必要がある。 

○ 精神障害者は企業にとっては最初は扱いにくいが、ステップアップでだんだん慣れていっ

てもらうことが大切。能力的には高い方が多いので、企業としては何とかして対策を考えな

くてはいけないと思っている。【丸物委員(第 1 回)】 

 

○ 精神障害者雇用促進モデル事業を実施したが、参画し、１つは覚悟だということを感じた。

きっかけがあって始め、現場の中ではかなり苦労もあったが、外部の支援機関とうまく連携

をとることによって、うまく軌道に乗せていくことができた。職場に刺激が出るなど、我々

にとってもプラスの部分があったと感じた。自分たちの仕事を教えていく中で、改めてやり

がいを再認識するなどプラスの部分もあったので、雇用促進をしていく際には、そういった

点をプラスの点を伝えていくことも重要。【海東委員(第 1 回)】 

 

○ 精神障害者が仕事を続けるために必要なこととして、過剰な負担のかからない仕事、自分

を認めてくれる同僚や上司、ストレスの発散や解消、将来の夢や希望、はりあいのある仕事

という調査結果がある。これは一般の人でも同様の結果になるのではないか。一般の方が働

きやすい環境をいかに作るかが、精神障害者が長く働ける大きな要因になるのではないか。

【田川委員(第 2 回)】 

 

○ 職場での支援、ヒューマン・リソース・マネジメントの体制、特に職場のメンタルヘルス

を支援する体制が整えられ易いように企業を支援すべきだと思う。【野中委員（第６回）】 

 
○ 問題が出てきた時に、職場とは無関係な援助者が必要。産業医や保健師などによる産業支

援グループが、障害者に対する支援も同時に行う体制が理想的ではないか。最近では、精神

疾患は重要な問題としてノウハウを持っている産業医の専門の勉強をしてきた医者も増えて

きたが、企業がどの産業医を選ぶかは企業の責任である。また、産業医がいない中小企業は、

各都道府県に産業精神保健センターを利用できる。【野中委員（第６回）】 

 
 

 

 

 
＜第７回研究会における主な意見＞ 
 
◎精神障害者を雇用義務の対象とすることについて 
 
○ 決してこの義務化に反対をしている訳ではない。ただ一つ気になるのはタイミングであり、

今なのかについてはよく見極めていく慎重に結論を出すべきだと思う。 

義務化の意味合いは非常に大きく重たいものであり、企業は義務を果たしていこうとする

が、そのためにはコスト（単に経済的なコストのみならず、様々な負荷を含め）やエネルギ

ーがかかる。企業の中で、優先順位付けが高くなることそのものが、従業員も含めて、どれ

だけ納得感が得られるのか、優先順位は妥当なのかという部分は一つ視点として大事なこと

ではないか。その納得感が、会社、企業、従業員全体として、得られるものでないと、従業

員のモラルダウンや、自分たちはそこまでケアされていないのにどうしてといった感情面の

問題が出てくる可能性があり、そういったことは決してあってはならない。【海東委員(第 7

回)】 
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○ 義務化については即やっていただきたい、やるべきだと考えている。精神障害者の雇用を

テーマに講演等を行うと、人がすごく集まる。企業にとって、そろそろ自分たちも考えなく

てはいけないという思いは非常に強くなっているのではないか。実際に雇用をしてみて、思

っていた以上に周りの社員の見る目が変わった。やってみたら変わるということは企業は分

かり始めていると思うので、やるべきだと思う。 

ただ、特例子会社は障害に対して理解のある方だと思うが、企業によって優先順位は変わ

るので、その辺は後押し、きっかけを作ることは大切だと思う。ダブルカウントも一つ大き

なファクターになるのではないか。【丸物委員(第 7 回)】 

 
○ 雇用の義務化に際して環境整備することが就労に向けての入口になるという考え方を精神

障害者を雇用義務の対象にする議論に照らし合わせると、前回検討した平成 16 年の頃から既

にこの内容については議論が尽くされており、そろそろ滑走路を離陸してもいいのではない

かと思っている。そのきっかけとしては、障害者自立支援法において三障害が一元化された

が、雇用義務の対象は身体と知的に限定され、精神だけが取り残されていることは、全体の

流れとしてさらに取り残され感があると思っている。そのため、この検討会で結論つける時

期がきたのではないか。まずは手帳で対象者を決め、法定雇用率の対象に精神の方を入れて、

状況をよりよくするために離陸をすることを結論としたいと思う。【田中委員(第 7 回)】 

 

○ 今回、雇用率の引き上げも実現され、伸びしろが尐し増えた。精神の義務化によっての身

体、知的の人の雇用が尐し阻害されるのではという疑念に関しても、伸びしろが若干あるこ

とから、雇用義務の対象として精神の方も取り込むいい機会ではないかなと思っている。【田

中正博委員(第 7 回)】 

 

○ 精神障害者の雇用が前向きに進んでいることに対して、精神障害者の家族として、有り難

く、嬉しく思う。三障害ということで、ここは精神障害者を雇用義務の対象に入れていくべ

きではないかと考えている。【川崎委員(第 7 回)】 

 

○ 従業員同士が精神障害者と一緒に働くことによってサポートしあっていて、「ありがとう」

カードの導入により、人の良いところ探しをして職場が和み、いい雰囲気で仕事ができてい

るという企業の話を聞いた。こういった障害のある方が一緒に働くという場が保障されてい

くということにおいては、３障害の一元化ということもあるが、雇用義務の対象に精神を入

れていただきたいと思う。【八木原委員(第 7 回)】 

 
○ 製造業の企業の例で、社内の生産性コンペで精神障害のある社員が 8 人中 3 人いる混成チ

ームがトップになった。マニュアルを変えたことにより、健常者の社員もミスが尐なくなり、

生産性が上がった。ダイバーシティを具体化したような企業経営をしている例がある。【田川

委員（第 7 回）】 

 
○ 企業にとってはとても大変だというのは分かるが、ただ、タイミングという意味では、や

はり今だろうと思う。ハローワークの新規求職者・就職者の過去５年の実績を見ても、障害

者の全体の増加のうちの約７～８割を精神障害者が占めている。ここまで来ている時だから

こそ、三障害なんだから、雇用義務化をやろうというタイミングが来ていることではないか。

経済状況を理由に先延ばしをして、経済が良くなったらということは、ちょっとあんまりだ

と思う。 

精神障害者は、平成 7 年に障害者基本法ができて、三障害と言われたが、その後もずっと

支援費の対象ではなく、自立支援法までは裁量的経費で、義務的経費から外されていた。三

障害といっても、精神障害者は付け足しなのかという感じがずっとあり、憤りを感じていた

が、今回はそんなふうにして欲しくない。これだけ就職者が出て、働きたいという人が働い

て頑張っている中で、精神障害者が義務化されることはとても大事なことであり、やはり今
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のタイミングになるのではないか。【田川委員(第 7 回)】 
 
 
◎支援策の充実について 
 
○ 合理的配慮が権利擁護の位置付けから具体化されてきているが、きっかけを得て、就労の

チャンスを得た方に、本人の特性を見立てて適切な仕事環境に結びつけていくということが

必要。雇用義務の対象に精神の方を取り込み、本人の特性に応じた対応としてよい環境設定

を整えていくことが必要。【田中正博委員(第 7 回)】 

 
○ 企業において一人の精神障害者をみんなで支え、理解することによって、会社全体の雰囲

気が良くなり、お互いをいたわり合えるようになったり、みんなで何か一緒にしていこうと

なった話を聞く。調子が崩れた時にも声かけによって、自信を持って働いていけているとい

う話も聞いた。しっかりとした体制作りをしてから精神の人が入るというのではなく、一緒

に働くことによって、企業側や周囲の理解がさらに進むのではないか。【川崎委員(第 7 回)】 

 
○ 自法人の調査によると、「就職して定着したあと、だいぶ経ってから調子を崩したときに支

援に入ってほしい」と回答した企業が 4 分の 3 以上あった。実際にそういった場合には、ジ

ョブコーチの助成金が出なくても対応しているが、仕事を継続していくためには、こういう

支援がとても大事だと思っている。【田川委員（第 7 回）】 
 
○ 雇った所はまた雇おうかと思っているが、初めから雇わないという所は雇わないというス

タンスを取っている。これをいかに変えていくかというのがとても大きい。自法人の調査に

よると、精神障害者を雇用して約 4 分の 3 が戦力になるとの回答だったが、雇った障害者が

戦力になっているということは、とても大事なことである。戦力にならないと、お客さん、

お情けで雇用してもらっても絶対に仕事は続かない。戦力になっていくことが、企業にとっ

ても本人にとってもとても大事なことであり、戦力になるような支援をしなければいけない。

また、息の長い支援が必要。【田川委員（第 7 回）】 

 
○ 田川委員のご説明内容の成功要因は、個人をよく見て、個別のマッチングがきちんとでき

ており、仕組みとしての支援体制がしっかりできていたことだと思う。やはりそういったこ

とがきちんとできれば、雇用定着に確実に繋がっていくことだと思うので、その部分の徹底

は、当然義務化とセットになってくると思う。【海東委員(第 7 回)】 

 

○ 企業の理解という部分では、事業所アンケート結果で、企業の理解が２倍、３倍に増加し

ているというご説明もあったが、一方で「まだ 3.2%しかない」という見方もできるので、そ

ういったことも含めて検討すべきだと思う。【海東委員(第 7 回)】 

 

○ 成功要因のマッチングと定着支援の支援体制について、支援体制は、外部からの支援体制

が、特に中小企業の場合は非常に重要だという話だった。また、マッチングの問題は、個々

の仕事と労働者のマッチングの問題なので、サポートの仕掛けはできるが、実際にその現場

の人しかできないだろう。そうすると、マッチングを上手にするためには、そのノウハウみ

たいなものか、あるいは経験を積んでいただくかになり、外部からの支援はなかなか難しい

かも知れない。やってノウハウがためるということと、条件を整備しないとマッチングでき

ないということとは、ウエイトの置き方の議論だと思う。【今野座長(第 7 回)】 

 

○ 海東委員の意見を解釈すると、精神障害者の雇用義務化はいいタイミングだとは思ってお

り、かなり必要条件は整理されてきたが、企業が何かをする時に、資源は限られるので、高

齢者の雇用延長、パート等いろいろな問題がある時に、障害者の雇用問題をどの優先順位に

置くかということの社内的な合意を作ることが難しいという趣旨だと思う。だから、そうい
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った優先順位の問題を越えて踏み出せる何かいい支援策、企業の社員の人たちを納得させら

れる良い手が欲しいということではないか。成功要因はマッチングと支援だと言われたが、

その周辺で何かいい手があるのではないか【今野座長(第 7 回)】 
 
 
＜参考＞今後の障害者雇用施策の充実強化について －就業機会の拡大による職業的
自立を目指して－（意見書)(平成 16 年 12 月 15 日 労働政策審議会障害者雇用分科
会) （抜粋） 

 
１．精神障害者に対する雇用対策の強化 

（１）障害者雇用率制度の適用 

  雇用義務制度は、障害ゆえに職業生活上の制約を有する障害者の雇用は企業の社会的責

任であるという考え方から成り立っており、精神障害者についても障害者雇用促進法上に

定義されたこともあり、将来的にはこれを雇用義務制度の対象とすることが考えられる。 

 しかしながら、現段階では、このような企業の社会的責任を果たすための前提として、

精神障害者の雇用に対する企業の理解と雇用管理ノウハウの普及を図り、精神障害者の雇

用環境をさらに改善していく必要がある。そこで、雇用義務制度の本格的な実施を図る前

に、採用後精神障害者を含め、精神障害者を雇用している企業の努力を評価する制度を整

備し、その雇用の促進を図ることが必要である。 

 

＜参考＞今後の障害者雇用施策の充実強化について －障害者の雇用機会の拡大に向けて－
（意見書)(平成 19 年 12 月 19 日 労働政策審議会障害者雇用分科会) （抜粋） 

 
４．その他の諸課題 

（５）精神障害者等に対する雇用支援 

ア 精神障害者については、平成１８年４月より、障害者雇用率制度において実雇用率の

算定に当たってカウントすることができることとなったが、現時点では、企業における

精神障害者の雇用はそれほど進んでいない状況にある。このため、精神障害者の雇用義

務化の環境が早急に整うよう、精神障害者の特性に応じ、予算措置などによる雇用支援

の一層の推進、充実を図ることが適当である。 

 

 
③仮に精神障害者を雇用義務の対象とする場合、その範囲及び確認方法はどのよう
なものとすべきか。 
 
＜これまでの研究会における主な意見＞ 
 
○ 精神障害者の雇用義務が手帳所持者ということになれば、そういう点からも啓発をしてい

ければいいかと思う。【川崎委員（第６回）】 

 

○ 手帳を取ることのメリットについて考えると、もし雇用義務の対象となれば、精神障害の

方が働きたいという意欲があるとすると、手帳を取りにいくモチベーションになり得る。手

帳自身が、就労可能な人を表現する道具になるのではないだろうか。【今野座長（第６回）】 

 

○ 自立支援法の旧法で、社会復帰施設を使いたい場合は、手帳を取らないと使えないため、

偏見があろうとなかろうと手帳を取らざるを得ないため、取得者が増えている。もし就労す

る時に、それだけのメリットがあるのであれば、自分も手帳を取っていいかなという話は出

てくるだろう。【野中委員（第６回）】 

 

○ 精神障害を雇用義務の対象とする場合に、手帳で判断することには賛成。自分で自分の人
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精神障害を雇用義務の対象とする際に、手帳で判断することが適当である。 
手帳の取得や障害の開示は本人の意向によるものであるが、その際プライバシ

ーの配慮に十分留意する必要がある。 

生を決めることを支援するという意味で、こういう手帳を持っているので、自分は援助が必

要だということは、自分が最終的に言うことであり、周りが決めつけたり、義務的に手帳を

取れという話ではない。ただ、尐なくともこれを取った方が有利だということを支援する体

制は必要である。【野中委員（第６回）】 
 

○ 手帳を持つことによって支援があるということがもっと浸透していけば、今企業で働いて

いる方が疾患を持った場合の継続的な就労にとっても、大きいことではないのかなと思う。

【阿部委員（第６回）】 

 

○ 今回五大疾病にもなり、精神疾患に対する見方が変わって来ており、当事者も自分は統合

失調症ですというような発言もできてきている。これからは手帳保持者がこの就労に限らず、

福祉制度等もいろいろと幅広く使えるようになれば、所持者も増えていくと思うので、対象

は手帳保持者でいいのではないかと思う。【川崎委員（第６回）】 

 

○ 支援機関の対象者でも、相談や職場実習などをしていく中で、手帳を取った方が良いと思

い直し、手帳を取り、障害をオープンにして雇用されていく方が増えてきた。手帳を取って

も企業の全ての方が知っているというのではなく、上司のみが知っているという形にもでき

る。プライバシーの配慮というのは、必要だと思う。【八木原委員（第６回）】 

 

○ 特例子会社で障害者を主体に雇用しているが、一般企業にクローズで就職し、障害に対す

る理解が足りなくて、居づらくなって辞めて来る人も多い。そういう意味では、必要だと思

った時には手帳を取り、オープンにするということがだいぶ広がっているのではないか。【丸

物委員（第６回）】 

 
 
 

 

＜第７回研究会における主な意見＞ 
 

○ 対象を決める手法として分かりやすい基準が手帳であり、雇用率が就労に向けてのきっか

け、チャンスをもたらすものであれば、手帳が尐しネガディブな要素を持つ部分があるとし

ても、プラスの効果により普及をすることで、機能を発揮するのではないか。【田中委員(第

7 回)】 

 

○ 雇用義務の対象となる方を手帳で確認することについてはその通りだと思うが、一方で、

現行では手帳しかないということだと思う。その上で手帳を活用することを確認したい。【阿

部委員(第 7 回)】 

 

 

＜参考＞今後の障害者雇用施策の充実強化について －就業機会の拡大による職業的
自立を目指して－（意見書)(平成 16 年 12 月 15 日 労働政策審議会障害者雇用分科
会) （抜粋） 

 

１．精神障害者に対する雇用対策の強化 

（１）障害者雇用率制度の適用  



16 

 

 また、精神障害者を実雇用率に算定するに当たっての対象者の把握・確認方法は、精神障

害の特性やプライバシーへの配慮、公正、一律性等の観点から、精神障害者保健福祉手帳（以

下「手帳」という。）の所持をもって行うことが適当であり、本人の意に反した雇用率制度の

適用等が行われないよう、プライバシーに配慮した対象者の把握・確認の在り方について、

企業にとって参考となるものを示すことが必要である。その内容としては、スムーズな把握・

確認の方法や事例、手帳取得の強要の禁止といった禁忌事項を示すこと等が考えられるが、

企業にとってわかりやすいものとなるよう、専門家による検討を行うことが適当である。 



1 

 

別添 

 

精神障害者の雇用を取り巻く状況 
 

 

１．精神障害者数 
（１）精神疾患患者数 

 全国の医療施設を利用する患者を対象とした「患者調査」によると、
精神疾患患者数(外来)は平成 14 年 223.9 万人から、平成 17 年 267.5 万
人、平成 20 年 290.0 万人と増加した。また、傷病分類別に見ると、「気
分（感情）障害（躁うつ病を含む）」が最も大きい割合（34.9%、平成
20 年）を占めている。 

 
（２）精神障害者保健福祉手帳の交付数 

 精神障害者保健福祉手帳の交付者数は年々増加しており、平成 14 年
度 256,017 人から平成 22 年度 594,504 人と 2.3 倍に増加した。 

 
 
２．精神障害者の雇用状況 
（１）ハローワークにおける職業紹介状況 
 ハローワークにおける精神障害者の新規求職申込件数は年々増加し
ており、平成 14 年度 6,289 件から平成 23 年度 48,777 件と 7.8 倍とな
った。障害者全体の新規求職申込件数に占める割合は、7.3%から 32.9%
と増加した。 

また、就職件数については、平成 14 年度 1,890 件から平成 23 年度
18,845 件と 10.0 倍となった。障害者全体の就職件数に占める割合は、
6.7%から 31.7%と増加した。 

 
（２）障害者雇用状況報告 
 毎年 6 月 1 日現在の従業員 56 人以上企業で雇用されている障害者の
雇用状況報告によると、初めて報告の対象となった平成 18 年度の精神
障害者の雇用者数（実人員）は 2,189 人（うち短時間 543 人）であった
が、平成 23 年の精神障害者の雇用者数（実人員）は 15,010 人（うち短
時間 3,972 人）と 5 年間で 6.9 倍となった。 

 
（３）障害者雇用実態調査 
 従業員 5 人以上の事業所を対象にした障害者雇用実態調査は 5 年に 1 
度実施しているが、平成 20 年の調査結果（回答事業所（5.511 社））に
よると、精神障害者を雇用している事業所の産業別では「医療・福祉」
で 35.0%と最も多く雇用されており、次いで「製造業」が 26.7%であっ
た。雇用されている精神障害者の職業別では、「専門的、技術的の職業」
が 40.2%と最も多く、次いで「サービスの職業」が 22.1%、「生産工程・
労務の職業」が 21.4%であった。 
 精神障害者であることの確認方法としては、事業所が精神障害者保健
福祉手帳により確認している者は 45.6%、医師の診断等により確認して
いる者は 53.6%であった。障害者になった時点別にみると、事業所の採
用前が 64.3%、採用後が 32.9%であった。 
 雇用されている精神障害者の週所定労働時間をみると、通常（30 時間
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以上）が 73.1%と最も多く、次いで 20 時間以上 30 時間未満が 24.8%で
あった。また、１ヶ月の平均賃金は、12 万 9 千円であり、週所定労働時
間別にみると、通常（30 時間以上）の者が 15 万 7 千円、20 時間以上 30
時間未満の者が 5 万 9 千円、20 時間未満の者が 2 万 4 千円であった。 
 雇用されている精神障害者の平均勤続年数は 6 年 4 月であった。 
 
 

３．精神障害者の雇用支援策の推移 
 精神障害者の雇用支援策については、昭和 60 年代に職業リハビリ－
テーションサービスの対象とされて以来、順次、障害者雇用促進法等に
基づく施策の適用がされてきている。 
 平成 14年の障害者雇用促進法の改正により、精神障害者についても、
身体障害者、知的障害者と並んで同法上にその定義が規定された。また、
障害者就業・生活支援センター事業や地域障害者職業センターによる職
場適応援助（ジョブコーチ）事業も法律上位置づけられ、精神障害者の
特性を踏まえた支援が展開されるに至っている。 
 
 平成 17 年の法改正により、精神障害者（精神障害者保健福祉手帳の
所持者）の実雇用率の算定特例がされるようになった。また、地域障害
者職業センターにおいて精神障害者総合雇用支援を開始し、うつ病等で
休職し、職場復帰を目指す者を対象にしたリワーク支援プログラムを開
始した。 
 平成 20 年度からは、ハローワークにカウンセリングスキルの高い精
神保健福祉士等の資格を有する精神障害者就職サポーターを配置した。
平成 23 年度には、従来のカウンセリング等の業務に加え、企業の意識
啓発等の事業主への働きかけを行う「精神障害者雇用トータルサポータ
ー」に改称・拡充を行った。 

また、精神障害者の障害特性を踏まえ、一定程度の期間をかけて、段
階的に就業時間を延長しながら常用雇用を目指す、「精神障害者ステッ
プアップ雇用奨励金」を創設し、平成 22 年度には精神障害者が働きや
すい職場づくりを行った事業主に対する「精神障害者雇用安定奨励金」、
平成 23 年度には「職場支援従事者配置助成金」を創設したところであ
る。 

 

 

４．就労支援・雇用管理ノウハウの普及・啓発 
（１）精神障害者雇用促進モデル事業 

平成 21年度から平成 22年度にかけて精神障害者の雇用及び職場定着
のノウハウを構築するため、精神障害者雇用促進モデル事業を１０企業
に委託し実施した。平成 22 年 3 月には、各企業の 2 年間の成果を発表
するため、成果発表会を行い、企業、就労支援関係者など 250 人以上の
参加があった。 

また、平成 23 年度には、全国６ブロックでモデル事業の実施企業の
発表を中心としたセミナーを開催した他、本モデル事業の取組状況を紹
介する「精神障害者とともに働く～厚生労働省事業参加企業の取り組み」
を作成し、精神障害者の雇用管理ノウハウの蓄積・普及に努めている。 

 
（２）働く障害者からのメッセージ発信事業（精神障害者分） 
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 働く障害者からのメッセージ発信事業は、平成 11 年度から開始した
精神障害者職業自立等啓発事業からの流れで、平成 18 年度から実施し
ているものであり、実際に企業などで就労している精神障害者本人から
のメッセージ等を内容とするセミナーをブロック別で実施しており、平
成 23 年度は５箇所でセミナーを実施し、計 1285 人の参加があった。 

 
（３）高齢・障害・求職者支援機構作成マニュアル・ガイドブック 
 ・精神障害者雇用管理マニュアル（平成 7 年 3 月初版、成 18 年 3 月、平成 23

年 3 月改訂） 

・精神障害者のための職場改善好事例集－平成 21 年度障害者雇用職場
改善好事例集の入賞事例から－（平成 22 年 1 月） 

・コミック版障害者雇用マニュアル 精神障害者と働く（平成 19 年 3 月） 

・精神障害者相談窓口ガイドブック（平成 11 年度初版、平成 21 年 3 月全面改

訂）  

・精神障害者雇用管理ガイドブック（平成 24 年 2 月） 
 
 

５．精神障害者を支援する就労支援機関の状況 
（１）地域障害者職業センターの状況 
 全国の地域障害者職業センター（47 カ所＋5 支所）における精神障害
者の利用者は、平成 14 年度 2,498 人(10.6%)から平成 22 年度 9,481 人
(31.7%)としている。 

平成 17 年 10 月から「精神障害者総合雇用支援」を開始し、精神障害
者及び事業主に対して、主治医との連携のもとで、雇用促進・職場復帰・
雇用継続のための専門的な支援を行っている。  

 
（２）障害者就業・生活支援センターの状況 
 障害者就業・生活支援センターは、平成 14 年度は 36 センターであっ
たところ、平成 22 年度は 272 センターに増加した。同センターを利用
する精神障害者数は、平成 14 年度 499 人から平成 22 年度 21,007 人と
大きく増加しており、1 センター当たりの精神障害者数も、13.9 人から
77.2 人に増加している。 


